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京都市文化会館（以下「文化会館」という。）について，「京都市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例」第2条の規定に基づき，下記のとおり，当該施設の設置目的を効果的に達成することができる指定管理者を募集します。

１　対象施設及び業務内容

(1) 対象施設（5館一括）
ア　京都市北文化会館

所 在 地　京都市北区小山北上総町49番地の2　（キタオオジタウン内）

延床面積　4,735㎡

構　　造　鉄骨造一部鉄骨鉄筋コンクリート造，地下3階地上4階建

（内地下1階から地上4階までの各一部）

施設内容　ホール（405席），創造活動室，リハーサル室，会議室，和室等

開　　設　平成7年4月1日

イ　京都市東部文化会館

所 在 地　京都市山科区椥辻西浦町1番地の8

敷地面積　5,504㎡

延床面積　3,721㎡

建築面積　3,066㎡

構　　造　鉄骨鉄筋コンクリート造2階建

施設内容　ホール（550席），創造活動室，リハーサル室，会議室，和室等

開　　設　昭和62年4月1日

ウ　京都市右京ふれあい文化会館

所 在 地　京都市右京区太秦安井西裏町11番地の6

敷地面積　6,011㎡

延床面積　4,288㎡

建築面積　2,885㎡

構　　造　鉄筋コンクリート造一部鉄骨造地上4階建

施設内容　ホール（452席），創造活動室，リハーサル室，会議室，和室等

開　　設　平成13年9月17日

エ　京都市西文化会館ウエスティ

所 在 地　京都市西京区上桂森下町31番地の1

敷地面積　6,492㎡

延床面積　3,703㎡

建築面積　2,353㎡

構　　造　鉄骨鉄筋コンクリート造地下1階地上4階

施設内容　ホール（448席），創造活動室，リハーサル室，会議室，和室等

開　　設　平成5年8月16日

オ　京都市呉竹文化センター

所 在 地　京都市伏見区京町南7丁目35番地の1

敷地面積　4,902㎡

延床面積　4,125㎡

建築面積　2,774㎡

構　　造　鉄骨鉄筋コンクリート造地下1階地上3階

施設内容　ホール（600席），創造活動室，リハーサル室，会議室，和室等

開　　設　平成2年8月15日

※　次の施設については，「京都市地域防災計画」で規定する避難収容施設（災害が発生し，又は災害が発生するおそれがある場合に開設される。）に指定されています。

(ｱ) 京都市東部文化会館

(ｲ) 京都市西文化会館ウエスティ

(ｳ) 京都市呉竹文化センター

　　※　次の施設については，「京都市地域防災計画」に基づく右京区災害ボランティアセンター（被災地域における災害ボランティア活動拠点）の設置箇所に指定されています。

　　　・右京ふれあい文化会館（創造活動室及び駐車場）

(2) 指定管理者が行う業務の範囲

ア　文化会館における施設の利用
許可に関する業務

イ　文化会館の舞台運営に関する業務

ウ　文化会館の利用料金の徴収に関する業務

エ　文化会館の施設，付属設備，その他物品の維持管理に関する業務
オ　「地域文化会館におけるフランチャイズ化事業」をはじめとした
文化会館を利用した地域の文化芸術の振興に係る事業の企画及び実施に関する業務

カ　その他市長が必要と認める業務

(3) 指定期間

平成23年4月1日から平成27年3月31日まで（４年）

２　応募資格

(1) 要件

応募資格は，法人その他の団体（以下，「団体」という。）で，当該施設の管理運営を行ううえで人的かつ財産的な管理能力を有し，かつ次に掲げる要件に該当する者とします。

ア　団体又はその代表者が契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でないこと。

イ　代表者，役員又はその使用人が刑法第96条の3又は第198条に違反する容疑があったとして逮捕若しくは送検され，又は逮捕を経ないで公訴を提起された日から2年を経過しない者でないこと。

ウ　団体又はその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第3条又は第8条第1項第1号に違反するとして，公正取引委員会又は関係機関に認定された日から2年を経過しない者でないこと。

エ　団体又はその代表者が指定管理者として行う業務に関連する法規に違反するとして関係機関に認定された日から2年を経過しない者でないこと。

オ　団体又はその代表者が次に掲げる税等を滞納していないこと。

(ｱ) 所得税又は法人税

(ｲ) 消費税

(ｳ) 本市の市税

(ｴ) 本市の水道料金及び下水道使用料

カ　次に掲げる団体ではないこと。

(ｱ) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する暴力団をいう。）

(ｲ) 代表者又は役員が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6号に規定する暴力団員をいう。）である団体
(ｳ) 団体の経営に暴力団員が実質的に関与している団体
(ｴ) その他指定管理者としてふさわしくない団体
(2) 複数の団体による応募

複数の団体での共同による応募（以下「グループ応募」という。）の場合には，そのグループの代表となる団体（以下「代表団体」という。）を選定してください。
グループ応募の構成団体は，他のグループ応募の構成団体となり，又は単独で申請を行うことはできません。

また，グループ応募の構成団体のすべてが，応募資格の要件を満たすことが必要です。

３　管理運営に係る基本的事項

(1) 管理運営の基本的な考え方

文化会館は，市民の文化の向上及び発展を図り，豊かな生活の形成に資するため，文化的な催物等の用に供するための施設であり，指定管理者は，「指定管理者が行う業務内容及びその基準」に従い，施設の効用が最大限に発揮できるよう，管理運営を行う必要があります。

また，管理運営を行う際には，市の文化芸術振興の基本方針に沿った運営を行うとともに，地域の住民，本市，教育機関，他の施設等との連携を図り，文化芸術の振興に努めることが求められます。

(2) 文化事業の考え方

指定管理者は，施設の設置目的を果たすために，一般利用者の使用に影響のない範囲内で，施設使用許可基準に基づき，「地域文化会館におけるフランチャイズ化事業」ほか指定管理者の創意工夫で自主事業を行うこととします。

自主事業は，市との協議により作成した事業計画に基づき行うこととします。

なお，事業計画に変更がある場合は，あらかじめ市と協議を行うこととします。

自主事業を行う場合の施設等の利用に係る使用料は，指定管理者が負担することとします。

(3) 開館時間

開館時間は，午前9時から午後9時30分までとします。

(4) 休館日

休館日は，12月28日から1月4日までとします。

ただし，施設及び設備の管理上，保守点検及び修繕を行うため，火曜日（当該火曜日が国民の祝日に関する法律に規定する休日に当たるときは，その後最初に到来する休日でない日）は利用に供しません。

(5) 利用許可

ア　利用許可の基準

利用許可の基準は，
京都市文化会館条例及び同条例施行規則によりますが，この他に次の事項に留意してください。

(ｱ) 施設内で行う物品の販売等の営利活動については，イベント等で行う一時的なものを除き，認めないこととします。

(ｲ) 長期間の使用（継続して1ヶ月以上）は，認めないこととします。

イ　行政財産の目的外使用許可

行政財産の目的外使用部分の使用許可及び使用料，光熱水費の微収については市が行います。

(6) サービスの向上

施設を清潔に保つとともに，利用者に対するサービスの向上を図り，利用者の増加に努めることとします。また，各種トラブル，苦情等には，迅速かつ適切に対応することとし，定期的に市に報告するものとします。
　(7) 利用料金

　　　利用料金は，市が条例等で規定する下記の額を上限として，指定管理者が市の承認を得て設定することとします。
　　　[image: image1.emf]午前 午後 夜間
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和 室 A


　　京都市文化会館条例及び同条例施行規則を御確認ください。



(8) 職員配置

ア　管理運営業務を実施するため，必要な有資格者等，職員を配置することとします。

イ　各種業務における責任体制を確立することとします。

ウ　職員の勤務体制は，施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに，利用者の要望に応えられるものとします。

エ　職員の資質を高めるため，研修を実施するとともに施設の管理運営に必要な知識と技術の習得に努めることとします。

(9) 法令の遵守

施設の管理運営に当たっては，次のア～カに掲げる法令のほか，各種法令を遵守するとともに，市のマニュアル等で必要があるものについては市と協議の上その規定に従ってください。

ア　地方自治法及び同法施行令
イ　京都市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例
ウ　京都市文化会館条例及び同条例施行規則
エ　京都市会計規則，京都市物品会計規則

オ　個人情報の保護に関する法律
カ　京都市情報公開条例，京都市個人情報保護条例

(10) 情報公開

施設の管理運営に当たっては，管理運営に係る情報の公開に関し必要な措置を講じることとします。

(11) 管理運営を通じて取得した情報の取扱い

指定管理者は，京都市個人情報保護条例の適用を受けますので，管理運営上知り得た個人情報を適切に保護する必要があります。指定管理者又はその管理運営する公の施設の業務に従事している者は，個人情報の適切な管理のため必要な措置を講じるとともに，当該施設の管理運営に関し知り得た秘密を他に漏らし，又は自己の利益のために利用してはなりません。

また，指定管理者の指定の期間が満了し，若しくは指定を取り消され，又は従事者の職務を退いた後においても同様とします。

(12) 危機管理対応

ア　災害時等の対応

自然災害，人為災害，事故等あらゆる緊急事態，非常事態，不測の事態には，遅滞なく適切な措置を講じた上，市をはじめ関係機関に通報するとともに，市の応急対策に準じた対応を行うこととします。

イ　危機管理

危機管理体制を構築するとともに，対応マニュアルを作成し，災害時の対応について随時訓練を行うこととします。

(13) 健康，環境への配慮の推進

施設の管理運営に当たっては，館内禁煙，電気等の効率的利用，廃棄物の発生抑制，リサイクルの推進等環境への配慮を行うものとします。
(14) 事業計画

指定管理者は，毎年度，事業計画書を作成し，その素案を前年9月に，最終案を前年12月に提出してください。

(15) 事業報告等

ア　事業報告書の提出
毎年5月末までに下記の事項を記載した前年度分の事業報告書を提出してください。

(ｱ) 業務実績及び利用状況

(ｲ) 使用料収入実績

(ｳ) 経費の収支状況

(ｴ) 施設の保全状況（修繕実施状況を含む。）

(ｵ) サービスの質に関する状況

イ　事業の進捗状況の報告
事業の進捗状況については，随時京都市の指示に基づき報告してください。

　　ウ　その他の報告事項
　　　　次の事項に該当したときは，速やかに報告してください。

①　施設において，事故が生じたとき。

②　施設の管理運営に関し，法令違反となる行為があったとき。

③　施設又は施設に係る物品が滅失し，又はき損したとき。

④　施設の管理に関し，争訟が提起されたとき，又は提起されるおそれがあるとき。

⑤　指定管理者の定款若しくは寄付行為又は登記事項に変更があったとき。

⑥　指定管理者と金融機関との取引が停止となったとき。

⑦　指定管理者が施設の管理業務に関して有する債権に対し差押え（仮差押えを含む。）等がなされたとき。

⑧　手続条例第３条第２項に基づいて提出した事業計画書その他の書類の重要な部分に変更があったとき。


(16) 物品の管理

指定管理者は，文化会館の管理運営に関し本市が貸与する市有物品及び市有外物品（リース契約による事務機器等）について，善良な管理者の注意をもって管理しなければなりません。
また，指定管理者が，文化会館の管理運営に必要な物品を購入するときは，必要に応じて市へ事前協議又は事後報告を行うこととし，当該物品は，市有物品及び市有外物品と区別して整理し，指定管理者の責任において管理するものとします。

(17) リスク負担と保険の加入

施設の保守管理，安全点検，衛生管理，小規模修繕（1件1,000千円未満）は指定管理者の責任とします。1件1,000千円を超える修繕については，市と協議を行うものとします。

事故・火災等による施設の損傷及び被災者に対する責任は，事案ごとの原因により判断しますが，第一次的責任は指定管理者が有するものとし，被害が最小限となるよう迅速かつ最善の対応をとるとともに，直ちに市に報告しなければならないものとします。

施設に対する火災保険は市の責任で付保しますが，施設賠償保険については，指定管理者が加入することとします。

市と指定管理者の問におけるリスク負担は次のとおりです。

その他必要な事項については，協定で定めることとします。

	リスクの種類
	内　　　　　容
	負担区分

	
	
	本 市
	指　定

管理者

	法令等の変更
	指定管理者自身に影響を及ぼすもの
	
	○

	
	施設の管理運営に影響を及ぼすもの
	○
	

	経費の増大
	本市の指示に基づく業務内容の変更等
	○
	

	
	物価上昇その他本市以外の要因によるもの
	
	○

	不可抗力
	自然災害等による業務の変更，中止又は延期
	（その都度協議）

	協定の不履行
	指定管理者の都合によるもの
	
	○

	
	本市の都合によるもの
	○
	

	第三者への損害
	業務の執行に伴うもの
	○
	○（注）

	
	施設及び設備等の瑕疵によるもの
	○
	

	施設及び設備等の修繕
	経年劣化，構造上の瑕疵等による大規模修繕
	○
	

	
	指定管理者が故意又は過失により損傷させたもの
	
	○

	
	上記以外
	（その都度協議）

	苦情への対応
	指定管理者が適切に執行すべき業務に関するもの
	
	○

	
	上記以外
	○
	


（注）本市が賠償した場合，指定管理者に故意又は重大な過失があるときは，求償することができる。
(18) 事業の継続が困難となった場合の措置

ア　指定管理者の責めに帰すべき事由による場合

指定管理者の責めに帰すべき事由により，業務の継続が困難になった場合は，市は，指定を取り消すことができるものとします。この場合市に生じた損害は指定管理者が市に賠償するものとします。

イ　不可抗力等による場合

不可抗力等，市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により，事業の継続が困難になった場合，事業継続の可否について協議するものとします。市と指定管理者の間で協議を行い，その結果事業の継続が困難だと判断した場合は，市はその指定を取り消すことができるものとします。
(19) 業務に係る経費

本施設は，利用料金制度を採用しています。指定管理者は，京都市が本業務に要する経費として支払う委託料，施設や付属設備（駐車場を含む。）の利用料金のほか，自主事業等の実施による入場料等の事業収入を自らの収入とすることができます。

委託料は，提案された金額を基に，本市と指定管理者との間で協議のうえ決定します。

指定管理者は，本業務（自主事業等を含む。）に係る経理とその他の業務に係る経理を区分して整理することとします。

京都市が支払う委託料の上限額（予定価格）　　○，○○○，○○○千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4年間の合計額）



(20) 業務の再委託等の禁止

指定管理者は，清掃や設備の保守点検等個々具体的な業務を市と協議のうえ第三者に委託することは差し支えありませんが，本事業の全部を第三者に委託し，請け負わせ，又は債権を譲渡することはできません。

(21) 帳簿書類等の保存年限

指定管理者として作成した帳簿書類は，その帳簿閉鎖の時より5年間保存するものとします。

(22) 原状回復義務等

ア　指定管理者は，施設又は設備の変更をしようとするときは，あらかじめ市と協議して承認を得ることとします。また，当該指定管理者の指定の期間が満了したとき，又は指定を取り消されたときは，市の指示するところにより，その管理を行わなくなった施設又は設備を原状に回復しなければなりません。

イ　指定管理者は，その責により施設，設備，資料又は美術品を汚損し，損傷し，又は亡失したときは，市の指示するところにより原状に回復し，又は損害を賠償しなければなりません。

(23) 調査・監査・検査

本市は，地方自治法第244条の2第10項の規定により，指定管理者の管理する公の施設の適正を期するため，指定管理者に対して，当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め，実地に調査し，又は必要な指示をすることができます。

また，地方自治法第199条第7項の規定に基づく監査委員による監査，同法第252条の37第4項の規定に基づく包括外部監査人による監査，同法施行令第158条第4項の規定に基づく収入役による検査を行うことがあります。

４　選定の手順


[image: image2]
５　申請手続

(1) 募集要項の配布

配布期間：平成22年8月　日（　）から8月　日（　）までの土曜日，日曜日及び国民の　

祝日を除く午前9時から午後5時

配布場所：京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化芸術企画課
京都市中京区河原町通御池下る下丸屋町394番地　Ｙ・Ｊ・Ｋビル2階

※　ホームページ上からもダウンロードできます。

（http://www.city.kyoto.jp/○○○/）

※　郵便での配布は行いません。

(2) 申請方法

指定管理者に応募しようとする者は，次のとおり申請書類を提出してください。

	必要書類
	指定管理者指定申請書（第1号様式）

「申請書添付書類一覧表」に示した書類

	受付期間
	平成22年8月　日（　）から8月　日（　）まで【必着】

※　土曜日，日曜日及び国民の祝日を除く午前9時から午後5時まで

	受付方法
	持参に限る。
※　書類の確認を行いますので，事前に連絡のうえ，御来庁ください。

	受付場所
	〒604-8006
京都市中京区河原町通御池下る下丸屋町394番地　Ｙ・Ｊ・Ｋビル2階

京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化芸術企画課
電　話　075－366－0033　　ＦＡＸ　075－213－3181

電子メール　bunka@city.kyoto.jp


(3) 質疑及び回答

本要項に関する質疑及びその回答方法は次のとおりとします。

なお，回答は，この要項と一体のものとして同等の効力を有するものとします。

	質疑方法
	「質疑書」に質疑趣旨を簡潔にまとめて記入し，上記受付場所まで持参又は郵送，FAX，電子メールのいずれかで，期間内に送付して下さい。受付期間外の提出及び適正な手続によらない照会（口頭，電話等）には回答いたしません。なお，グループ応募の場合は，代表団体がとりまとめのうえ，質疑を行うようにしてください。

	受付期間
	平成22年8月　日（　）から8月　日（　）まで【必着】

※　土曜日，日曜日及び国民の祝日を除く午前9時から午後5時まで

	回答方法
	平成22年8月　日（　）
までに，質疑に対する回答書を質疑者全員（グループ応募の場合は代表団体）に送付するとともに，当課で8月　日まで配付します。
ただし，やむを得ない事情により回答が遅れる場合は，その旨をあらかじめ連絡します。


(4) 施設見学会

申請団体から希望があった場合は，文化会館の施設見学会を実施します。

見学する施設，開催日時等につきましては別途調整しますので，施設見学を希望される場合は，上記５(2)の受付場所まで連絡ください。

なお，施設見学に御参加の際は，公共交通機関を御利用ください。
６　申請に際しての留意事項

(1) 重複申請の禁止

申請1団体（グループ）につき1申請とします。複数の申請はできません。

(2) 申請内容変更の禁止

受付期間終了後は，提出された書類の内容を変更する事はできません。

(3) 申請書類の取扱い

申請書類は理由の如何を問わずお返し致しません。

(4) 申請の辞退

申請書類を提出した後に辞退する場合には，辞退届（様式任意）を提出してください。

(5) 費用負担

申請に要する経費等はすべて申請団体の負担とします。

(6) 著作権の帰属

申請書類の著作権は申請団体に帰属します。ただし，本市は，指定管理者の候補となる団体（以下，「指定候補者」という。）の選定の公表その他必要があると認める場合には，応募書類の内容を無償で使用できるものとします。

(7) 第三者の権利の侵害

申請団体が，申請に当たって，特許権，実用新案権，意匠権，商標権その他法令に基づいて保護される権利を侵害し，第三者に損害を与えるときは，その責任の一切を申請団体が負うものとします。

(8) 情報公開

申請書類は，情報公開の請求により開示する場合があります。

(9) 虚偽の記載

申請書類に虚偽の記載があった場合は，失格とします。

７　指定候補者の選定

(1) 指定候補者の選定方法

指定候補者は，複数の有識者等で構成する京都市芸術文化施設等指定管理者選定委員会（以下，「選定委員会」という。）の意見を聴取したうえで，市長が決定します。

応募のあった申請書類について，必要に応じて，ヒアリングを実施します。ヒアリングを実施する場合は，日時等について別途お知らせします。

(2) 選定委員会委員への接触の禁止

申請団体及び申請団体の代理人並びにそれ以外の関係者が，指定管理者の選定に関して
選定委員会委員に個別に接触した場合は，失格となります。
　　　※　京都市芸術文化施設等指定管理者選定委員会委員（敬称略，五十音順）

	氏名
	職名等

	鈴木　千鶴子
	京都市教育委員会委員

	髙田　公理
	佛教大学社会学部教授

	富永　茂樹
	京都大学人文科学研究所教授

	宮﨑　紀子
	宮崎木材工業（株）代表取締役社長

	吉澤　健吉
	京都新聞総合研究所特別理事



　◎委員長　○副委員長員（グループ応募の場合は代表団体）に送付し
































































































(3) 選定基準及び審査項目

次の選定基準に照らして，申請団体の審査を行います。

ア　施設の利用に関し不当な差別取扱いが行われるおそれがないこと。

イ　施設の設置の目的に照らしその管理を効率的かつ効果的に行うことができること。

ウ　施設の管理運営を適確に遂行するに足りる人的構成及び財産的基礎を有すること。

具体的な審査項目については，次のとおりとします。これを点数化して総合的に評価し，指定候補者を選定します。

	審　査　項　目
	主　な　着　眼　点
	配　点

	①指定管理者としての適格性及び能力
	○　団体の活動理念，活動目標及び活動内容

○　団体の経営資源（組織，財務，専門性・技術力等）

○　同種又は類似の事業の実績

○　文化芸術に対する基本的な認識の適格性
○　指定管理者が果たすべき役割への認識の適格性
	20点

	②事業に関する計画
	事業の方向性
	○　「指定管理者が行う業務内容及びその基準」との整合性

○　「京都文化芸術都市創生計画」との整合性

○　「京都市公共ホールの在り方検討委員会」最終報告書との

整合性

○　事業計画の具体性及び実現可能性
	10点

	
	文化事業の内容
	○　フランチャイズ化事業の実施における工夫

○　地域における文化芸術の普及方法

○　地域の文化芸術活動を担う人材の育成方法

○　住民の文化芸術活動への支援方法

○　施設間の交流方法
	30点

	
	施設管理運営の内容
	○　利用者ニーズの把握及び事業への反映の方法

○　サービスの評価方法とフィードバックの仕組み

○　苦情の受付及び対応の方法
	10点

	
	事業の執行体制
	○　職員の人的構成及び専門的な知識，技能，経験等

○　職員配置の適正性

○　職員の人材育成についての考え方
	15点

	
	その他の取組
	○　個人情報保護及び情報公開についての考え方

○　防災，事故防止，非常災害時の対応など危機管理の方策

○　事業活動における健康，環境への配慮
	 5点

	③経営管理に関する計画
	○　収支計画の妥当性

○　財政運営の効率化の取組

○　管理及び事業に係る経費のバランス
	10点


(4) 審査結果

指定候補者の選定は，平成22年9月下旬
を予定しています。審査結果については，各申請団体（グループ応募の場合は代表団体）にお知らせします。

なお，正式に指定管理者として指定されるまでの間に，指定候補者に事故ある時は，選定されなかった申請団体のうちから新たに指定管理者の候補を選定することがあります。

(5) 指定候補者の選定等の公表

指定候補者の選定後，応募の状況，選定した指定候補者及び審査結果の概要を公表するとともに，すべての申請団体に係る審査項目ごとの評価及び合計点を市会へ報告します。

(6) 仮協定の締結

選定委員会で選定された指定候補者と細部についての協議を行い，仮協定を締結します。

８　指定管理者の指定

(1) 市会の議決

指定候補者の選定後，地方自治法に基づき，市会に指定候補者を指定管理者とする議案を付議し，議決を受けることになります。ただし，市会の議決を経るまでの間に指定候補者を指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事情が生じたときは，指定管理者に指定しないことがあります。

なお，市会の議決が得られなかった場合及び否決された場合においても，指定候補者が本件に関して支出した費用については，補償しません。

(2) 協定の締結

市会において，指定管理者の指定の議案及び委託料に係る予算の議決があった後に，本協定を締結します。

(3) 引継ぎについて

指定後速やかに現在の委託先である財団法人京都市音楽芸術文化振興財団との業務引継ぎに入っていただきます。

なお，業務引継ぎに要した費用は，すべて指定管理者として指定された団体の負担とします。

９　その他

(1) 指定の取消等

指定管理者が，次のいずれかに該当する場合は，指定を取り消し，又は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命じることがあります。

ア　文化会館の管理運営を適正かつ確実に実施することができないと認めるとき。

イ　指定に関し不正な行為があったとき。

ウ　法令の規定，指定の条件又は協定書に記載された条件に違反したとき。

エ　法令の規定，指定の条件又は協定書の規定に基づく報告の聴取，調査，監査又は検査の実施に当たり，これを拒否し，若しくは妨害し，又は正当な理由なく指示に従わなかったとき。

オ　その他文化会館の管理運営を継続することが適当でないと認めるとき。

(2) 市税に関する留意事項

指定管理者は，会社等の法人にかかる市民税，事業を行うものにかかる事業所税等の納税義務者となる場合があります。

10　問い合わせ先

〒604-8006

京都市中京区河原町通御池下る下丸屋町394番地　Ｙ・Ｊ・Ｋビル2階

京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化芸術企画課

電　話　075－366－0033　　ＦＡＸ　075－213－3181

電子メール　bunka@city.kyoto.jp



申請書添付書類一覧表

下記の書類を各1部提出してください。

１　申請団体の組織及び財務の状況

	番号
	提出書類
	主な記載事項等

	1-1
	誓約書
	第２号様式

	1-2
	申請団体の概要に関する書類
	(1) 団体概要［様式任意］

※　設立目的，設立年月日，沿革，活動理念等について記載されたもの

※　公益社団法人・公益財団法人又は一般社団法人・一般財団法人への移行が済んでいない公益法人にあっては，移行計画を記載する。

	
	
	(2) 役員名簿［様式任意］

	
	
	(3) 事業概要［様式任意］

※　実施している事業の具体的な内容について記載されたもの（事業報告書など）

	
	
	(4) 組織体制［様式任意］

※　組織の機構，職員の区分及び人数について記載されたもの

	
	
	(5) その他参考となる資料［様式任意］

	1-3
	定款・寄付行為
	定款又は寄付行為

※　法人以外の団体にあってはこれに相当する書類

	1-4
	法人登記簿謄本
	現在事項全部証明書

※　申請日前3ヶ月以内に発行された原本

	1-5
	印鑑証明書
	法人印鑑証明書

※　法人以外の団体は代表者の印鑑登録証明書

※　申請日前3ヶ月以内に発行された原本

	1-6
	決算書類
	収支計算書又は損益計算書，貸借対照表など一式（直近3年分）

	1-7
	納税証明書等
	次に掲げる税等の滞納がないことの証明（直近2年分）

ア　所得税又は法人税

イ　消費税

ウ　本市の市税

エ　本市の水道料金及び下水道料金


２　申請団体が現在運営している同種又は類似施設の状況

	番号
	提出書類
	主な記載事項等

	2-1
	施設の運営状況に関する書類
	［様式任意］

※　施設の概要及び運営実績等が分かるもの


※　現在運営していない場合は，過去の状況を記載してください。
３　文化会館運営のための基本方針

	番号
	提出書類
	主な記載事項等

	3-1
	運営基本方針
	［様式任意］

ア　文化芸術に対する基本的な認識
イ　指定管理者が果たすべき役割への認識

ウ　運営に当たっての達成目標


４　事業に関する計画

	番号
	提出書類
	主な記載事項等

	4-1
	事業計画書
	［様式任意］

「指定管理者が行う業務内容及びその基準」を踏まえ，実施しようとする以下の事業の内容を具体的に記載してください。

ア　施設の運営

イ　施設の管理

ウ　文化事業（フランチャイズ化事業を含む）

	4-2
	事業の執行体制
	［様式任意］

ア　人材の確保・採用計画

イ　職員の数，専門的な知識・技能・経験

ウ　職員の配置計画，雇用形態

エ　職員の勤務条件（就業規程，給与規程，雇用契約書等）

オ　職員の育成・研修方針

カ　再委託する業務の内容，業者の選定方法　　　　　など

	4-3
	その他の取組
	［様式任意］

ア　個人情報保護に関して講じる措置

イ　情報公開に関して講じる措置

ウ　防災，事故防止，非常災害時の対応など危機管理の方策

エ　禁煙，ごみの削減など健康と環境に配慮した取組の方策

オ　その他管理運営に当たっての提案事項　　　　　　など

	4-4
	収支計画書
	［様式任意］

※　平成23年度から平成26年度までの各年度



指定管理者が行う業務内容及びその基準

１　施設の運営に関する業務

（貸館事業）

利用許可，利用料金の徴収，利用料金の返還及び利用料金の減免に関する業務を行う。

(1) 利用許可の受付日

　利用許可の受付日は，施設の種類等に応じ次に掲げる日とする。

ただし，あらかじめ市の承認を得た場合は，利用許可の受付日を変更することができる。
ア　ホール若しくは創造活動室（以下「ホール等」という。）又はホール等と併せて利用するリハーサル室，会議室，和室若しくは保育・休養室（以下「リハーサル室等」という。）

利用しようとする日（以下「利用日」という。）の属する月の6ヶ月前の月の初日

イ　リハーサル室等（ホール等と併せて利用するものを除く。）

利用日の2ヶ月前の日

(2) 受付業務等の基準

ア　正当な理由がない限り，施設を利用することを拒んではならない。

イ　施設を利用することについて，不当な差別的取扱いをしてはいけない。

ウ　受付業務は，利用者へのサービスに支障なく対応できる人員体制で実施する。

エ　利用者とは利用日以前に十分な打合せを行う。

(3) 利用料金の減免等

利用料金の減免を行う場合や，利用許可申請受付期間以前でも利用許可を行う場合については，市の示す基準に則って手続を行う。


(4) 会館諸施設の予約状況について

ホームページにより，諸施設のうちホール，創造活動室については3ヶ月前程度，その他の施設については1ヶ月前程度の予約状況を公開する。

（舞台業務）

施設における催物を円滑に進行し，かつ十全な演出効果が得られるように，舞台関係諸設備の一切について，安全の確認，確保及び万全の準備と操作を行う。また，非利用時においても，充分な整備点検を行う。

舞台技術者は，照明，音響及びその他舞台装置の３分野に関して専門知識を有する者を配置する。

催物の内容によって，舞台技術者の増員が必要な場合には，利用者との十分な打ち合わせの上で必要な人員を配置する。増員した舞台技術者に係る人件費等については，利用者に負担を求めることができる。


舞台関係業務

舞台吊物装置類，照明設備・照明機器類，音響設備・音響機器類，移動客席，その他大道具類の操作，配置，格納，整備，点検，管理

舞台備品，照明備品，音響備品，消耗品類の配置，格納，整備，点検，管理

装置・設備，備品・消耗品類の整理，清掃及び軽易な修理

利用者への舞台，付属設備使用等に関する助言指導，案内

舞台進行について，主催者との打合せ

２　施設の管理に関する業務
下記の管理基準により，効果的，効率的な施設管理を実施する。
なお，実施に際しては，必要な官公署の認可，許可，免許等を受けるものとする。
（業務委託による場合は，委託先が必ず免許等を有していること。）
(1) 防火管理者及び技術者等の選任

施設管理に必要な下記の防火管理者及び技術者について，必要な免許を有した者の中から選任し所管する官公署に届け出る。

ア　防火管理者

イ　防災管理者（北文化会館のみ）

ウ　自衛消防業務講習終了者（北文化会館のみ）

　　エ　建築物環境衛生管理技術者

オ　電気主任技術者

なお，電気主任技術者については，自家用電気工作物の保安監督業務の資格を有した団体又は個人に委託し，不選任届けを所管する官公署に届け出るものとする。

(2) 建築物の保守管理
占有部分における建築物について，仕上げ材の浮き，ひび割れ，はがれ，かび等の発生がない状態を維持し，かつ美観を維持する。
ア　毎日点検
イ　施設の利用前後点検

(3) 建築設備の保守管理
占有部分における建築設備は，日常管理業務に加えて法定点検，定期点検等を行い，性能を維持する。
ア　日常管理業務

(ｱ) 電気，空調，給排水等の運転監視・水質管理及びその他建築設備の運転管理

(ｲ) 電気設備機器の点検（絶縁抵抗等測定）及び修繕

(ｳ) 機械設備機器の点検清掃及び修繕

イ　法令・定期点検等
設備ごとに必要な法定点検・定期点検等整備を実施し，消耗品や不良品を交換することにより性能を維持し，法令基準等を達成する。必要に応じて官公署へ報告する。

(ｱ) 施設保全管理

ａ  防火対象物（1回/年　ただし，特例により免除された場合は不要）

ｂ  受水槽・高架水槽清掃,水質測定（1回/年）

ｃ  空気環境測定（6回/年）

ｄ  ばい煙測定（2回/年）

ｅ  冷却水系統及び池の水質管理（薬剤補充管理，水質測定1回/年 池は水質測定のみ）

ｆ  害虫駆除（薬剤の空中散布2回/年，残留噴霧2回/年）

ｇ  植栽管理（芝刈・除草2回/年，剪定・施肥・薬剤散布1回/年）

ｈ  廃棄物処理（毎日）

(ｲ) 施設整備管理
ａ  受変電設備（遠隔監視と定期点検6回/年及び精密点検1回/年，遠隔監視以外の施設は定期点検12回/年と精密点検1回/年）

ｂ  非常発電機設備（機能点検2回/年，総合点検1回/年）

ｃ  ガス吸収式冷温水発生機設備（定期点検3回/年，チューブ清掃1回/年）

ｄ  消防用設備（非常放送設備を含む。）（機器点検2回/年，総合点検1回/年）

ｆ  非常通報設備（定期点検1回/年）

ｇ  中央監視設備（定期点検2回/年）

ｈ  空調自動制御機器（定期点検1回/年）

ⅰ  空調設備（定期点検2回/年）

ｊ  ヒートポンプ式空調設備（1回/年,フィルター清掃2回/年）

ｋ  給水設備（定期点検2回/年）

ｌ　井水処理設備（定期点検・各水槽内清掃2回/年，薬剤補充適宜，水質測定6回/年）
ｍ　昇降設備（遠隔監視と随時巡回点検，遠隔監視以外の施設は定期点検12回/年）
ｎ　TV電波共同受信設備（定期精密点検，臨時点検，ただし，地上波デジタル移行まで
の期間）

ｏ　駐車場管制設備（定期点検　右京3回/年，西2回/年）

(4) 舞台施設整備管理
舞台設備は，法定点検，定期点検等を行い，性能を維持する。
ア　舞台機構（定期点検4回以上/年）
イ　音響設備（定期点検1回以上/年）
ウ　調光設備（定期点検1回以上/年）
エ　電動式椅子付移動観覧席及び電動式収納ステージ設備（定期点検1回/年）

オ　その他（必要に応じ随時）
(ｱ) ピアノ

(ｲ) 35ｍｍ映写装置


(5) 備品等の保守管理
ア　舞台備品

施設の運営に支障を来たさないように舞台備品を管理する。

備品類に破損，不具合が発生した時には速やかに報告する。

イ　舞台消耗品

施設の運営に支障を来たさないように必要な舞台消耗品を適宜指定管理者が購入し，管理する。不具合が生じたものについては随時更新する。

ウ　事務備品

施設の運営に支障を来たさないように事務備品を管理する。

備品類に破損，不具合が発生した時には速やかに報告する。

エ　消耗品

施設の運営に支障を来たさないように必要な消耗品を適宜指定管理者が購入し，管理する。不具合が生じたものについては随時更新する。

(6) 清掃業務
施設及び敷地内について細やかな日常清掃と計画的な定期清掃を行うことにより，常に清潔を保ち環境衛生に留意し，来館者並びに勤務者が快適な状態で過ごせるような環境を維持する。

ア　日常清掃

(ｱ) 常時清掃

常時巡回清掃し清潔かつ美観を維持する。

(ｲ) 毎日清掃

利用施設，著しい汚物のある場合を優先的に清掃し清潔かつ美観を維持する。

(ｳ) 利用前後の清掃

会館の利用に支障がないように，利用の前後において清掃を行い清潔かつ美観を維持する。

イ　定期清掃

床材や場所に応じて洗浄，ワックス掛けを行う。

ウ　ごみの集積場

清掃ごみ，屑入のごみ等の回収したごみは，可燃ごみと不燃ごみ（缶，ビン）に分別し所定の場所に集積する。

エ　清掃管理に関連した業務

便所の美観の維持，汚物の点検と回収，トイレットペーパー，石鹸水の補充を行い，

女子便所に設置の疑似音機の電池の消耗度を確認し必要により交換する。


(7) 保安警備業務
施設内の秩序を維持し，施設における火災，盗難等の不良行為を予防し，安全を確保し，良好な環境を保持する。
ア　施設内の巡視，ホール（楽屋含む。），創造活動室，リハーサル室，会議室，育児室の利用終了時の点検及び施錠確認
イ　大道具搬入搬出時の車両の誘導指示，確認

ウ　駐車場の管理，駐車指導及び不法駐車の取締り
エ　自転車置場の管理及び駐輪指導
オ　無許可営利行為の取締り

カ　緊急事故の処理並びに関係者への連絡
キ　火災通報設備の監視及び初期消火並びに関係機関への通報


３　文化事業

指定管理者が自主事業として実施する事業は，次のとおりである。

(1) 地域文化会館におけるフランチャイズ化事業

ア　事業概要

京都の舞台芸術を中心とした文化芸術活動の育成・支援を行うと同時に多くの市民が文化芸術に触れる機会を創出するため，文化芸術活動を行う団体等に文化会館を活動拠点として提供する事業である。

指定管理者は，地域文化会館を活動拠点として提供する団体等（以下，「フランチャイズ団体」という。）に対してホールの空き時間を練習場所として通常より低い利用料金で提供し，フランチャイズ団体は，市民との交流を深めるために，市民還元事業（無料公演，試演会，ワークショップ，公開練習等）を行う。

平成15年度から始まっており，平成18年度以降，本市から指定管理者への委託事業として行っているが，平成23年度以降については指定管理者の自主事業として行うこととする。

フランチャイズ団体は，選考委員会により毎年度新たに選定しており，平成22年度は，文化会館5館に各2団体ずつフランチャイズ団体を選定している。

イ　実施方法

　　　以下に定めた事項に基づき，指定管理者が企画・実施する。ただし，自主事業として事業計画について本市の承認を受ける必要がある。

(ｱ) フランチャイズ団体用の利用料金として，通常の利用料金の5割以下で設定すること

(ｲ) フランチャイズ団体の利用受付日については，上記１(1)ア及びイに規定する日から起算して，それぞれ3ヶ月後の日とすること
(ｳ) フランチャイズ団体の選考にあたっては公募すること

(ｴ) 事業の趣旨（※）を実現できる団体を選考できる選考方法とすること

　　　　※事業の趣旨

　　　　　・文化芸術活動の育成・支援

　　　　　・地域の多くの市民が文化芸術に触れる機会の創出

(ｵ) １館につき，少なくとも１団体は選考すること。ただし，適正な選考方法を経て該当する団体がなかった場合はこの限りでない。

(ｶ) フランチャイズ団体に対して活動拠点の提供以外にも活動支援に努めること

　ウ　留意事項

　　(ｱ) 当該事業は，本市共催事業とする。

　　(ｲ) 事業実施にあたっての経費は，指定管理者が負担し，本市は負担しない。

(ｳ) 平成23年度のフランチャイズ団体については，本市が選考する。ただし，団体の公募に際しては，市会で指定管理者の指定が議決された後，当該指定管理者が提案する事業計画に定める要件をもって募集する。

(2) その他自主事業

ア　地域における文化芸術普及事業

施設の特色や地域のニーズに相応しい文化芸術に接する機会の提供，地域で活動する芸術家，文化団体等との交流など，鑑賞，参加・体験型事業を企画，実施する。

これらの事業を通じ，住民が文化芸術に親しむきっかけを提供し，住民の文化意識を高めるとともに，文化芸術の振興を図る。

また，高齢者，障害者等が文化芸術を鑑賞し，参加しやすい環境の整備を図る。

イ　地域の文化芸術活動を担う人材育成事業

優れた伝統文化や芸術を継承･発展･創造する人材育成のため，学習の場を提供する。

また，文化の裾野を広げ，新たな文化の創造者を発掘するため，次代を担う子どもや青少年が優れた文化に触れ，自ら体験できる機会を通じて，幼い頃から文化に関心を持てるような事業を展開する。

ウ　住民の文化芸術活動への支援型事業

地域の特色を生かした文化を創造し，住民の文化活動を活性化させるため，住民が活動成果を発表する機会の充実や，文化芸術団体等と連携し，市民の文化芸術活動を支援する事業を実施する。

エ　施設間の交流事業

文化芸術にかかわる様々な活動を行っている住民に対し，地域を越えて交流し，発表できる場を提供するなど，各施設間での連携を図る。

４　事業の評価

(1) 自己評価の実施

利用者等から，施設運営に関する意見を聴取する。

施設運営に関して，適宜自己評価を行うこととする。

(2) 京都市の評価

利用者意見の結果及び事業報告書を元に毎年の活動内容を評価する。

なお，毎年の評価に際しては，外部の有識者からの評価，意見等を求める場合がある。

(3) 是正勧告

利用者意見の結果及び毎年の事業報告書，事業進捗状況報告書等に基づき，業務内容に疑義のあるときは，指定管理者に説明を求め，又は市の立入り調査を実施する。その上で，改善が必要と認める場合は，指定管理者に対して業務改善勧告，是正勧告等を行う。

なお，是正勧告等によっても改善が見られない場合，及び指定管理者の業務が，この募集要項で示す業務の基準を満たしていないと判断した場合は，指定期間中でもその指定を取り消すこととなる。

５　留意事項

指定管理者が施設の管理運営に係る各種規程・要綱等を作成する場合は，市と協議すること。

また，募集要項に規定するもののほか，指定管理者の業務の内容及び処理について定めのない事項又は疑義が生じた場合については，市と協議し決定する。

参考
京都文化芸術都市創生計画

http://www.city.kyoto.lg.jp/bunshi/page/0000004509.html
「京都市公共ホールの在り方検討委員会」最終報告書

http://www.city.kyoto.lg.jp/bunshi/cmsfiles/contents/0000076/76496/saisyuuhoukokusyo.pdf
平成２１年度　事務事業評価
・施設

http://www.city.kyoto.jp/somu/gyokaku/hyouka/kensaku21/kohyo/h21/2102031.pdf
・フランチャイズ事業

http://www.city.kyoto.jp/somu/gyokaku/hyouka/kensaku21/kohyo/h21/2102011.pdf
＜京都市行財政局財政部財政課＞

（第1号様式）
指 定 管 理 者 指 定 申 請 書

	（あて先）　京　 都　 市　 長
	年　　　月　　　日

	申請団体の主たる事務所の所在地


	申請団体の名称及び代表者名

㊞
電話　　　　－　　　　


	京都市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第3条の規定により，指定管理者の指定を申請します。

	指定施設の名称
	京都市文化会館

・　京都市北文化会館

・　京都市東部文化会館

・　京都市右京ふれあい文化会館

・　京都市西文化会館ウエスティ

・　京都市呉竹文化センター


（第2号様式）

年　　月　　日

（申請団体）

所　在　地

団体の名称

代表者名
　　　　　　　　　　　　　　㊞
誓　　約　　書

京都市文化会館の指定管理者の申請に当たり，募集要項の応募資格に定める次の要件を満たしていることを誓約します。

１　団体又はその代表者が契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でないこと。

２　代表者，役員又はその使用人が刑法第96条の3又は第198条に違反する容疑があったとして逮捕若しくは送検され，又は逮捕を経ないで公訴を提起された日から2年を経過しない者でないこと。

３　団体又はその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第3条又は第8条第1項第1号に違反するとして，公正取引委員会又は関係機関に認定された日から2年を経過しない者でないこと。

４　団体又はその代表者が指定管理者として行う業務に関連する法規に違反するとして関係機関に認定された日から2年を経過しない者でないこと。

５　団体又はその代表者が指定暴力団の構成員でないこと。


注　グループ応募の場合にあっては，当該グループを構成するすべての団体について，この誓約書を提出してください。










＜参照条文＞


○刑法


（競売等妨害）


第96条の3　偽計又は威力を用いて，公の競売又は入札の公正を害すべき行為をした者は，2年以下の懲役又は250万円以下の罰金に処する。 


２　公正な価格を害し又は不正な利益を得る目的で，談合した者も，前項と同様とする。


（贈賄）


第198条　第197条から第197条の4までに規定する賄賂を供与し，又はその申込み若しくは約束をした者は，3年以下の懲役又は250万円以下の罰金に処する。


○私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律


第3条　事業者は，私的独占又は不当な取引制限をしてはならない。


第8条　事業者団体は，次の各号の一に該当する行為をしてはならない。


(1) 一定の取引分野における競争を実質的に制限すること。





8月　日





9月下旬





9月中旬





9月　日





　　～





8月　日








指定候補者の選定





書類審査・（プレゼンテーション）





指定申請書の締切








質疑の受付





回答





指定申請書の受付





平成22年8月　日





募集要項及び申請様式の配布








�文章修正


�追加


�修正


�修正


�追加


�修正


�前回記載していた「京都市内に事務所又は活動の拠点を有する」という条件は応募資格からは外し，審査項目とする。（指針ルール）


�修正


フランチャイズ事業を23年度からは指定管理者の自主事業とする。


�修正


�追加


�追加


�追加


�利用料金制の説明に修正　して委託料の上限額を提示する。


�月日の修正


�修正


�修正


�修正


�修正


�修正


�追加


�修正


�修正


�追加


�別途調整に変更


�追加


�追加


�追加


�修正


�追加


�修正


�修正


�利用料金制に対応するよう修正


�「原則3名配置」を削除


�「使用」→「利用」に修正


�追加


�点検回数等を見直し


�一部修正


�経費節減が図れるよう，警備員の24時間常駐を条件から外し，機械警備を取り入れて内容を修正


�前回は京都市の事業を指定管理者が受託するかたちで実施していたが，平成23年度からは，指定管理者の自主事業とするため，文章を修正





